
文部科学省　令和３年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

28 B　地方に対
する規制緩和

04_雇用・労働 職業能力開
発校における
留学生の受
入及び修了後
における当該
留学生の在
留資格につい
て「留学」から
「技術・人文
知識・国際業
務」への変更
を可能とする
こと

日本での就職を希望する留学生の地方の中小企業への
就職を促進するため、出入国管理及び難民認定法別表
第１の４の留学の項の下欄における「設備及び編制に関
してこれらに準ずる機関」として、職業能力開発校を追加
するとともに、留学生が職業能力開発校の職業訓練を修
了した場合には、同法別表第１の２に規定する在留資格
「技術・人文知識・国際業務」への変更を可能とすること。

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

根拠法令等
制度の所
管・関係府

省
団体名

その他（特
記事項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答管理番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

【支障事例】
職業能力開発促進法においては、出入国管理及び難民認定法
別表第１の４の表の留学の在留資格をもって在留する者が、公
共職業能力開発施設の行う普通職業訓練又は高度職業訓練
（以下「公共職業訓練」という。）及び公共職業訓練に準ずる訓練
を受けることについて制限する規定はない。一方、出入国管理及
び難民認定法においては、公共職業訓練又は公共職業訓練に
準ずる訓練を受けることを目的とした留学の在留資格の取得を
制限する規定が存在する。具体的には、公共職業能力開発施設
のうち、職業能力開発大学校と職業能力開発短期大学校につい
ては、同法別表第１の４の留学の項の下欄に掲げる活動に規定
される学校に準ずる機関であることから、留学の在留資格の取
得が許可されているが、当県の高等技術専門校のような職業能
力開発校は、当該機関ではないことから、留学の在留資格の取
得が許可されていない。
以上のとおり、職業能力開発校においては、留学生の受入が実
際にはできない状況となっている。また、仮に留学生が職業能力
開発校に入校し、建築、自動車整備、ＩＴ等の分野の職業訓練を
修了した場合においても、現行上は、出入国管理及び難民認定
法別表第１の２に規定される在留資格「技術・人文知識・国際業
務」への変更ができない。
【制度改正の必要性】
職業能力開発校と、留学の在留資格の取得が許可されている専
修学校専門課程とで、同じ内容の学科・訓練科を開設している場
合、習得できる技術・知識、取得できる資格は同等であると考え
る。また、地方の中小企業は人手不足にあり、解決手段の一つ
として、職業能力開発校で、日本での就職を希望するものづくり
等の技能を有する留学生を対象とした人材育成は有効と考え
る。

留学生が技術・知識を習得できる機関・機会が増え、選
択の幅が広がる。また、留学生が習得した技術・知識を
活かした職に就くことで、活躍の機会も増加する。特に、
人材獲得力が弱く絶対的人手不足に悩む地方の建築、
自動車整備、ＩＴ等の分野の中小企業への留学生の就職
の支援につながり、地域経済の活力維持・向上が期待で
きる。

出入国管理及び難民
認定法別表第１の２、
１の４
出入国管理及び難民
認定法第七条第一項
第二号の基準を定め
る省令
留学生の在留資格
「技術・人文知識・国
際業務」への変更許
可のガイドライン
職業能力開発促進法
第15条の７、第16条、
第19条、第92条
職業能力開発促進法
施行規則第10条～15
条

法務省、
文部科
学省、厚
生労働
省

有宮城県、
三重県、
広島県

旭川市、富山
県、山梨県、
長野県、京都
府、高知県、
延岡市

○当県においても、外国籍の高校生等から入校の可否について問い合
わせがある中、①の支障事例（前段）に記載の状況と同様であり、当県
の高等技術専門校のような職業能力開発校に入校を希望するものにも
「留学」の在留資格を与えていただくよう働きかけることについては、参
画の意向あり。

「留学」の在留資格で行うことができる「教育を受ける活動」は、その性
質上、教育機関において行うものであるが、職業能力開発校について
は、設備及び編制等において出入国管理及び難民認定法別表第一の
四に掲げる教育機関と同等とは認めていないことから、同校入校者に
「留学」を付与することは困難である。
なお、職業能力開発短期大学校等については、高度職業訓練等を行う
ための施設であって、設備及び編制等において大学と同等と認められ
るため、大学に準ずる機関として判断したものである。
「技術・人文知識・国際業務」の在留資格に該当する活動は、自然科学
又は人文科学に属する技術・知識を必要とする業務のほか、外国の文
化に基盤を有する思考等を必要とする業務に従事する活動であるとこ
ろ、自然科学又は人文科学に属する技術・知識を必要とする業務は、学
術上の素養を背景とするものであり、大学等において修得した一定水準
以上の専門的知識を必要とするものでなければならない。また、外国の
文化に基盤を有する思考等を必要とする業務とは、外国の特有の文化
に根ざす一般の日本人が有しない思考方法等を必要とする業務であ
る。
大学や専修学校については、教育課程等から学術上の素養の向上を
目的にしているといえることから、それらを卒業した者は、学術上の素養
があると認めているところ、職業能力開発校は、公共職業能力開発施
設であることから、大学及び専修学校とは異なり、学術上の素養を向上
させることを目的とした機関ではない。
よって、職業能力開発校を卒業した者について、大学等を卒業した者と
同等に評価することはできない上、外国の特有の文化に根ざす思考方
法が培われたものとも認められないため、御提案を受け入れることは困
難である。

職業能力開発校と専修学校は、ともに職業に必要な能力・技能・知識を
学ぶ場とされており、設備及び編制等については、それぞれ職業能力
開発促進法施行規則、専修学校設置基準等で定められているが、授業
あたりの生徒数や定員に対する教員数などの編制等については、職業
能力開発校は、専修学校相当であるため、職業能力開発校入校者に
「留学」を付与していただきたい。
現在、職業能力開発校において、外国人が公共職業訓練を受けること
について制限する規定はないが、「留学」の在留資格を得られないこと
により留学生として受け入れることができておらず、職業能力開発校を
設置する地方公共団体に対する実質的な規制となっている。本提案
は、当該規制の緩和により、職業能力開発校において、留学生を対象と
した人材育成を可能とすることを求めるものである。また、職業訓練の
修了後、習得した技術・知識を活かした職に就くことが可能になれば、
地方の中小企業における人手不足解消の一助となり、地域経済の活力
維持・向上につながる。
また、県の職業能力開発校においては、一定水準以上の専門的知識を
習得していることに加え、「技術・人文知識・国際業務」の在留資格が認
められている職業能力開発短期大学校と同様に、技能に関する知識の
ほか、幅広い知識・教養の習得を図る科目を実施しており、修了者は、
その知識を必要とする業務に従事している。職業能力開発校と専修学
校では、修了者の取得可能な資格が同等の場合が多く、習得する専門
的知識も同程度と考えられることから職業能力開発校修了者について、
専修学校修了者と同等に評価し「技術・人文知識・国際業務」の在留資
格を付与していただきたい。



文部科学省　令和３年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

１ポツ目

通知（措置済み）

・令和４年３月３０日 「職業能力開発校において普通
職業訓練を受ける外国人に係る
在留資格上の取扱いについて
（令和４年３月30日付け厚生労働
省人材開発統括官付人材開発
政策参事官通知）」を各都道府県
人材開発主幹部（局）長あて通
知。

　

２ポツ目

検討中

令和５年中に結論を得る。 民間の教育訓練機関との関係性
に留意しつつ引き続き検討するこ
ととした。

職業能力開発校が出入国管理
及び難民認定法（以下この事項
において「入管法」という。）別表
１の４の表の留学の項の下欄に
掲げる機関に該当するものとす
ることについて、民間の教育訓練
機関との関係性に留意しつつ検
討し、令和５年中に結論を得る。

３ポツ目

検討中

令和５年中に結論を得る。 民間の教育訓練機関との関係性
に留意しつつ引き続き検討するこ
ととした。

職業能力開発校の特定の課程を
修了した外国人が、自然科学又
は人文科学の分野に属する技
術・知識を必要とする業務に従事
しようとする場合において、「技
術・人文知識・国際業務」の在留
資格をもって在留を可能とするこ
とについては、民間の教育訓練
機関との関係性に留意しつつ検
討し、令和５年中に結論を得る。

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

＜令３＞
５【文部科学省】
（９）出入国管理及び難民認定法（昭26令319）及び職業能力開発促進法（昭44法64）
職業能力開発校（職業能力開発促進法15条の７第１項１号）において普通職業訓練を
受ける外国人については、以下のとおりとする。
・「研修」の在留資格（出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）別表１の
４）が付与され得ることを明確化し、地方公共団体に令和３年度中に通知する。
・本邦に在留する外国人に係る在留資格のうち「留学」については、職業能力開発校
が入管法別表１の４の表の留学の項の下欄に掲げる機関に該当するものとすること
について検討し、令和４年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。
・当該結論を踏まえ、職業能力開発校の特定の課程を修了した外国人が、自然科学
又は人文科学の分野に属する技術・知識を必要とする業務に従事しようとする場合に
おいて、当該業務について、本邦の専修学校の専門課程の教育を受け専門士又は
高度専門士の称号（「専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門
士の称号の付与に関する規程」（平６文部省告示84））を付与される場合と同等以上
の技術又は知識を有していると認められるときには、当該外国人は「技術・人文知識・
国際業務」の在留資格（入管法別表１の２）をもって在留を可能とすることについて検
討し、令和４年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：法務省及び厚生労働省）

＜令４＞
５【文部科学省】
（７）出入国管理及び難民認定法（昭26令319）及び職業能力開発促進法（昭44法64）
職業能力開発校（職業能力開発促進法15条の７第１項１号）において普通職業訓練を
受ける外国人については、以下のとおりとする。
・本邦に在留する外国人に係る在留資格のうち「留学」については、職業能力開発校
が出入国管理及び難民認定法（以下この事項において「入管法」という。）別表１の４
の表の留学の項の下欄に掲げる機関に該当するものとすることについて、民間の教
育訓練機関との関係性に留意しつつ検討し、令和５年中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。
・当該結論を踏まえ、職業能力開発校の特定の課程を修了した外国人が、自然科学
又は人文科学の分野に属する技術・知識を必要とする業務に従事しようとする場合に
おいて、当該業務について、本邦の専修学校の専門課程の教育を受け専門士又は
高度専門士の称号（「専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門
士の称号の付与に関する規程」（平６文部省告示84））を付与される場合と同等以上
の技術又は知識を有していると認められるときには、当該外国人は「技術・人文知識・
国際業務」の在留資格（入管法別表１の２）をもって在留を可能とすることについて、民
間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ検討し、令和５年中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：法務省及び厚生労働省）

在留資格「留学」をもって本邦において行うことができる活動について
は、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号。以下「入管
法」という。）別表第１の４の表において、大学等において教育を受ける
活動であることとしている。専修学校については、学校教育法（昭和22
年法律第26号）第124条において、職業若しくは実際生活に必要な能力
を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として組織的な教育を行う
一定の要件を満たす教育施設である旨を規定しており、入管法別表第
１の４の表の留学の項の下欄に掲げる機関として認めている。
公共職業訓練施設については、職業能力開発促進法（昭和44年法律第
64号）において、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な技能及び
これに関する知識を習得することができるように設置して、職業訓練を
行うものである旨を規定しているが、このうち職業能力開発短期大学校
等については、高度職業訓練等を行うための施設であって、設備及び
編制等において大学と同等と認められるため、大学に準ずる機関として
認めている。一方、職業能力開発校については、普通職業訓練を行うた
めの施設であること及びその設備及び編制等において大学等に準ずる
機関であるか現状明らかでないことから、入管法別表第１の４の表の留
学の項の下欄に掲げる機関として認めることは困難である。
また、職業能力開発校を卒業した外国人の在留資格「技術・人文知識・
国際業務」への変更の御提案を検討するに当たっては、「技術・人文知
識・国際業務」のうち、自然科学又は人文科学の分野に属する技術・知
識を必要とする業務（当該業務とは、第１次回答で述べたとおり、学術
上の素養を背景とし、大学等において修得した一定水準以上の専門的
知識を必要とするものである必要がある。）に従事しようとする場合に
は、当該外国人が、以下のいずれかの者と同程度のものであると認め
られる必要があるが、現状、職業能力開発校を卒業した者がこれらの
者と同程度であるかが明らかでないことから、御提案を受け入れること
は困難である。
１　従事しようとする業務に必要な自然科学若しくは人文科学の分野に
属する技術・知識に関連する科目を専攻して大学を卒業し、又はこれと
同等以上の教育を受けたものであること
２　従事しようとする業務に必要な自然科学又は人文科学の分野に属
する技術・知識に関連する科目を専攻して本邦の専修学校の専門課程
の教育を受け専門士の称号を付与されたものであること
なお、在留資格「留学」は教育機関において教育を受けることが本質で
あり、人手不足への対応は趣旨が異なる。外国人の受入れの目的が深
刻な人手不足の解消である場合、特定技能制度の活用も御検討いただ
きたい。

― 【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。
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